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知立市の議会の議員及び長の選挙における自動車の使用及びポスターの作成の公営に関する条例の一部改正案新旧対照表（第１条関係） 

（議案第４９号、参考資料） 

改正後 改正前 

第５条 知立市は、候補者（第３条の規定により届出をした者に限る。）が

同条第２号に定める契約に基づき当該契約の相手方であるポスターの作

成を業とする者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成されたポ

スターの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、586円88銭にポスター

掲示場の数を乗じて得た金額に31万6,250円を加えた金額をポスター掲示

場の数で除して得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は、

１円とする。以下「単価の限度額」という。）を超える場合には、当該単

価の限度額）に当該ポスターの作成枚数（当該候補者を通じてポスター掲

示場の数に相当する数の範囲内のものであることにつき、委員会が定める

ところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに

限る。）を乗じて得た金額を、第２条ただし書に規定する要件に該当する

場合に限り、当該ポスターの作成を業とする者からの請求に基づき、当該

ポスターの作成を業とする者に対し支払う。 

第５条 知立市は、候補者（第３条の規定により届出をした者に限る。）が

同条第２号に定める契約に基づき当該契約の相手方であるポスターの作

成を業とする者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成されたポ

スターの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、541円31銭にポスター

掲示場の数を乗じて得た金額に31万6,250円を加えた金額をポスター掲示

場の数で除して得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は、

１円とする。以下「単価の限度額」という。）を超える場合には、当該単

価の限度額）に当該ポスターの作成枚数（当該候補者を通じてポスター掲

示場の数に相当する数の範囲内のものであることにつき、委員会が定める

ところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに

限る。）を乗じて得た金額を、第２条ただし書に規定する要件に該当する

場合に限り、当該ポスターの作成を業とする者からの請求に基づき、当該

ポスターの作成を業とする者に対し支払う。 
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知立市の議会の議員及び長の選挙におけるビラの作成の公営に関する条例の一部改正案新旧対照表（第２条関係） 

 

改正後 改正前 

（公費の支払） （公費の支払） 

第４条 知立市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同

条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラ作成業者に支払うべき金

額のうち、当該契約に基づき作成されたビラの１枚当たりの作成単価（当

該作成単価が８円38銭を超える場合には、８円38銭）に当該ビラの作成枚

数（当該候補者を通じて、選挙の区分に応じ法第142条第１項第６号に定

める枚数の範囲内のものであることにつき、委員会が定めるところによ

り、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る。）を

乗じて得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は、１円とす

る。）を、第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ビ

ラ作成業者からの請求に基づき、当該ビラ作成業者に対し支払う。 

第４条 知立市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）が同

条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラ作成業者に支払うべき金

額のうち、当該契約に基づき作成されたビラの１枚当たりの作成単価（当

該作成単価が７円73銭を超える場合には、７円73銭）に当該ビラの作成枚

数（当該候補者を通じて、選挙の区分に応じ法第142条第１項第６号に定

める枚数の範囲内のものであることにつき、委員会が定めるところによ

り、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る。）を

乗じて得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は、１円とす

る。）を、第２条ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ビ

ラ作成業者からの請求に基づき、当該ビラ作成業者に対し支払う。 

（公費負担の限度額） （公費負担の限度額） 

第５条 第２条の規定による公費負担の限度額は、候補者１人について、８

円38銭にビラの作成枚数（当該作成枚数が選挙の区分に応じ法第142条第

１項第６号に定める枚数を超える場合には、同号に定める枚数）を乗じて

得た額とする。 

第５条 第２条の規定による公費負担の限度額は、候補者１人について、７

円73銭にビラの作成枚数（当該作成枚数が選挙の区分に応じ法第142条第

１項第６号に定める枚数を超える場合には、同号に定める枚数）を乗じて

得た額とする。 
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知立市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正案新旧対照表（第１号関係） 

（議案第５０号、参考資料） 

改正後 改正前 

（虐待等の禁止） （虐待等の禁止） 

第13条 放課後児童健全育成事業者の職員は、利用者に対し、法第33条の10

第１項各号に掲げる行為その他当該利用者の心身に有害な影響を与える

行為をしてはならない。 

第13条 放課後児童健全育成事業者の職員は、利用者に対し、法第33条の10

各号に掲げる行為その他当該利用者の心身に有害な影響を与える行為を

してはならない。 
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知立市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正案新旧対照表（第２号関係） 

 

改正後 改正前 

（虐待等の禁止） （虐待等の禁止） 

第12条 家庭的保育事業者等の職員は、利用乳幼児に対し、法第33条の10

第１項各号に掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影響を与

える行為をしてはならない。 

第12条 家庭的保育事業者等の職員は、利用乳幼児に対し、法第33条の10

各号に掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影響を与える行

為をしてはならない。 
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知立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正案新旧対照表（第３号関係） 

 

改正後 改正前 

（虐待等の禁止） （虐待等の禁止） 

第25条 特定教育・保育施設の職員は、教育・保育給付認定子どもに対し、

児童福祉法第33条の10第１項各号に掲げる行為その他当該教育・保育給付

認定子どもの心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

第25条 特定教育・保育施設の職員は、教育・保育給付認定子どもに対し、

児童福祉法第33条の10各号に掲げる行為その他当該教育・保育給付認定子

どもの心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 
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知立市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の保育料等に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

（議案第５１号、参考資料） 

改正後 改正前 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

通常保育料徴収基準額表（特定教育・保育（保育に限る。）、特

別利用保育、特定地域型保育、特定利用地域型保育又は特別利用

地域型保育を受けた場合） 

通常保育料徴収基準額表（特定教育・保育（保育に限る。）、特

別利用保育、特定地域型保育、特定利用地域型保育又は特別利用

地域型保育を受けた場合） 

表 略 表 略 

備考 備考 

１～３ 略 １～３ 略 

４ 保護者が児童（18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にあ

る者をいう。次項において同じ。）を２人以上養育し、かつ、これら

の児童と生計を同じくする世帯であって、Ｃ～Ｄ14階層に該当するも

のである場合における当該世帯の児童のうち、その出生の最も早いも

のから順次に数えて第２番目の児童に係る徴収基準月額は、この表の

規定にかかわらず、次の各号に掲げる世帯の階層の区分に応じ、当該

各号に定める額とする。 

   (1) Ｃ～Ｄ７階層（Ｄ７階層にあっては、所得割の額が97,000円未

満の世帯に限る。） ０円 

(2) Ｄ７～Ｄ14階層（Ｄ７階層にあっては所得割の額が97,000円以

上の世帯に、Ｄ14階層にあっては所得割の額が301,000円未満の世

帯に限る。） この表に定める額に２分の１を乗じて得た額（その

額に100円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額） 

 

５ 保護者が児童を３人以上養育し、かつ、これらの児童と生計を同じ

くする場合には、この表の規定にかかわらず、当該児童のうち、その

出生の最も早いものから順次に数えて第３番目以降の児童に係る徴

収基準月額は、０円とする。 

４ 保護者が児童（18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にあ

る者をいう。）を３人以上養育し、かつ、これらの児童と生計を同じ

くする場合には、この表の規定にかかわらず、当該児童のうち、その

出生の最も早いものから順次に数えて第３番目以降の児童に係る徴

収基準月額は、０円とする。 

６ 略 ５ 略 
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改正後 改正前 

７ Ｃ～Ｄ14階層に該当する世帯に負担額算定基準子ども（令第13条第

２項に規定する負担額算定基準子どもをいう。以下同じ。）が２人以

上いる場合であって、次の表の第１欄に掲げる児童が教育・保育給付

認定子ども（特定教育・保育（保育に限る。）又は特別利用保育を受

けているものに限る。次項及び第９項において同じ。）であるときは、

この表の規定にかかわらず、当該児童に係る徴収基準月額は、次の表

の第２欄に定める額とする。 

６ Ｃ～Ｄ14階層に該当する世帯に負担額算定基準子ども（令第13条第

２項に規定する負担額算定基準子どもをいう。以下同じ。）が２人以

上いる場合であって、次の表の第１欄に掲げる児童が教育・保育給付

認定子ども（特定教育・保育（保育に限る。）又は特別利用保育を受

けているものに限る。次項及び第８項において同じ。）であるときは、

この表の規定にかかわらず、当該児童に係る徴収基準月額は、次の表

の第２欄に定める額とする。 

表 略 表 略 

８ 略 ７ 略 

９ 略 ８ 略 

10 略 ９ 略 
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知立市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

（議案第５２号、参考資料） 

改正後 改正前 

（給与の減額） （給与の減額） 

第17条 略 第17条 略 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を

養育するため１日の勤務時間の全部又は一部（２時間を超えない範囲内又

は１年につき管理者が指定する時間を超えない範囲内の時間に限る。）を

勤務しないことをいう。）、介護休暇（当該職員が配偶者、父母、子、配

偶者の父母その他管理者が指定する者で負傷、疾病又は老齢により管理者

が指定する期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの（以下「要介

護者」という。）の介護をするため、勤務しないことが相当であると認め

られる場合における休暇をいう。）又は介護時間（当該職員が要介護者の

介護をするため１日の勤務時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に

限る。）につき勤務しないことが相当であると認められる場合における休

暇をいう。）の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわら

ず、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して

給与を支給する。 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を

養育するため１日の勤務時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に限

る。）を勤務しないことをいう。）、介護休暇（当該職員が配偶者、父母、

子、配偶者の父母その他管理者が指定する者で負傷、疾病又は老齢により

管理者が指定する期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの（以下

「要介護者」という。）の介護をするため、勤務しないことが相当である

と認められる場合における休暇をいう。）又は介護時間（当該職員が要介

護者の介護をするため１日の勤務時間の一部（２時間を超えない範囲内の

時間に限る。）につき勤務しないことが相当であると認められる場合にお

ける休暇をいう。）の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にか

かわらず、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減

額して給与を支給する。 
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